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流通近代化促進の条件
字　野　政　雄
　物価対策との関聯から流通近代化が政府の政策としてとりあげられるように
なってから4，5年経過するが，かならずしも実効は十分あがっていないとす
る批判が多く聞かれる。消費者が支払う価格のうちその半分が流通にかかわる
費用だということであるから，たしかに流通近代化が推進されて消費老価格が
引下げられることを期待するのは当然で，そのために政府は中小企業基本法制
定の趣旨にとっとり，意欲的な商業者に積極的な援助の手をさしのぺ大企業に
対抗するようすすめている。よりあい百貨店，ボランタリチエーンの育成強化
など一連の協業化対策が打出されて今日に至っているのはそのあらわれと言え
るが，その間の競争から流通近代化が推進されれぱ，消費考物価の低減も可能
になるはづである。が，現実はその効果があがる以前に物価上昇をみているだ
げでなく，これから3，4年の問には，何等かの形で，外資の流通部門への進
出を許さざるを得たい状勢になってきたために，政府としては，この機会に流
通近代化5ヶ年計画を樹立Lて，一層の流通近代化を推進することになった。
産業構造審議会流通部会が「流通近代化の展望と課題」と題する通産犬臣宛の
答申書をこの夏に発表したのもそのためで，それが右のよう校流通近代化5ク
年計画樹立の基礎になっている。それによると「今後5年間におげる流通政策
の基本的方向と政策遂行上の留意点」では，まづr基本的た目標」としつぎの
ように述べてい乱r昭和43～47年度の5年閻における流通政策は急激な条
件の変化と流通部門をめぐる資本取引の自由化の前進に適応しながら，上記の
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課題（後述一筆著）に取り組み，その次の時期に各種の制隈的，調整的法令の
撤廃あるいは資本敢引の完全自由化等の新しい状況が出現しても，有効かっ公
正な競争秩序の下で流通の機能が適切に発揮されるような基礎の形成を図るこ
とを基本的な目標とすべきである」。この場合「上記の譲題」とLてあげてい
るのは，①流通機能損当者の強化と近代化，②市場秩序の整備，③物的流通の
合理化，④これらの課題を粟たす前提となる環寛の整備の4点に要約されてい
る。
　そして，具体的な「政策遂行上の留意点」としては，つぎのような7点がと
くに注意されねぽならないとしている。
　1．政策対象が膨大な数にのぼることを考慮して大局的な方向を全般に浸透
　　せしめ，各企業のおかれている位置と，とるべき方策を自から認識するよ
　　う一般的な広報普及指導をあらゆる施策の第一渉とすること。
　2．保障を求めるよりも自ら合理化に努力するという意識を醸成するように
　　誘導すること。
　3．中小企業のなかでも合理化の意欲の燃えているものを積極的に支援する
　　こと。
　4．波及効果の大きいプロジェクト，流通をめぐる新Lい機能の創設に寄与
　　するようなプロジェクト，将来の核またはモデルとなるべきプロジェクト
　　を積極的に推進し，支援すること。
　5、物資別の事清に十分意を用いるとともに，生産一流通一消費を統合
　　的，斉合的に提える視野を失わないこと，とくに消費者の利益を絶えず念
　　頭におくこと。
　6．個別企業の域をこえた統合的，全体的システムについては官民の協力の
　　もとにあるべき姿をえがき・これに向って誘導を図ること。
、．ク．施設の十分な浸透を期するために業種別・業態別，地域別り商業関係団
　　体との違携を円滑にすること。
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　このような留意点からみてわかるように，あきらかにこれからの流通政策の
基調は一前述のように中小企業基本法制定の趣旨にのっとってゆくごとは明ら
かである。
　そこでr今後5年問における流通政策の具体的内容」としては，第一に組織
化．協業化，第二に経営方式および施設の近代化，第三に労働力の確保と人材
の養成，第四に取引憤行および敢引体制の適正化，第五に物的流通技術の革新
等，第六に立地条件の適正化，第七に流通情報網の形成と統計の改善，第八に
流通金融の円滑化につき，さらに一層こまかに具体的施策が提案されている。
たとえぱ，第一の組織化・協業化についてふれてみると「流通機能担当者は一
般に小規模であり，資本力も個々には弱いので個別に急速な大規模化をはかる
のは多くの場合困難である。このような状態を前提として規模の利益を実現す
るためには，生産老，中閻加工業老，卸売業老，小売業者を通じて，企業の組
織化，協業化をはかるのが最も効果的である」として，その「卸，小売業老に
おける諸方式」としてはつぎの五つをあげている。
　1．　ボラソタリチエーン化
2．小売商の店舗共同化（寄合百貨店，寄合スーバー，総合市場等）
3．商店街の再開発あるいは新しい建設
4．卸商集団化（卸総合セソター，卸団地）による機能の統合
5．共同出資による新規事業の推進
　以上のような五項目のそれぞれについては，さらに，たとえぱ第一のボラソ
タリチエーソ化は，「その数を増やすのもきることたがら，その質的な拡充，
強化に力を注ぎ，チエーソごとの加盟店の増犬取引地域の拡大および本部と加
盟店との結びつきの強化等を強力に進めるとともにチエーソ相亙の合併提携を
推進する。」第二の「店舗共同化については優れた指導老の導入にあわせて，’
参加企業がこれに全力を傾注するよう誘導するとともに，特に商圏の大きさに
応じた適正規模の確保を図る必要がある」。
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　また第三の「商店街は，それを構成する商店の業種，規模配置を均衡あるも
のとしたとき，顧客の吸引力を倍加し生産性向上に大きく寄与するので既存の
ものも新規のものについても，より一層の計画性と共同性をもって開発する必
要がある，この場合都市再開発との斉合性の確保に特に意を用いる必要があ
る」と指摘している。
第四の「卸商集団化についてはたんに集団化するのではなく，配送，保管等の
機能や清報蒐集機能を統合し参加企業の力を強化する方向への指導を強化す
る，そして最後に第五の「共同出資による新規事業の推進については，中小の
蓄積資本をとりまとめ，成長が期される分野で積極的に活用できるよう協力さ
せる」ことを勘告している。
　以上のようた組織化，協業化を推進するに当って商業団体のこれからの役割
を大きく期待し諸施策の効率的な運営に寄与することを念願するとともに，
「単一企業であるチユーソストアの組織拡大については発展の阻害要因の除去
に努めるほかには，特に政策的な助成を必要としないが，他の施策の遂行上，
結果的にはチエーソストアの助成になることはありうる。（たとえぱ中規模の
チエーソストアによるポーソタリーチエーンの助成，コールドチエーン普及策
の適用等）」としてい飢
　このような組織化，協業化のほかに既述の通り経営方式および施設の近代化
以下流通金融の円滑化などに至る，さらに具体的な提案がなされているわげだ
が，紙面の都合上第一の組織化，協業化に重点をおきながらすこしく，これか
らの流通近代化推進の条件を考えてみたい。
　まづ，第一に気付くことは，前述のようにr単一企業であるチエーンストア
の組織拡大については発展の阻害要因の除去に努めるほかには特に政策的な助
成を必要としないが……」という一節である。これは極めて大きな政策上の転
換がうたわれていることに注目したい。十年前に，スーパーマーケヅトの急激
な出現により，附近の小売店が安売り競争からきょう威をうけるということか
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ら，スーパー規制法をつくれと　表1　単位当り年間飯売額の規模格差
政府につよく要望したことがあ
る。かつて，百貨店のきょう威
から中小商店が保護されること
を求めた，その結果が百貨店法
制定となってあらわれたことの
前例にならって，スーパーの活
動を押える法律の制定を政府に
追ったのである。が，つぎの表1
　　　　　　　　　　　　　　　　通産産業大臣官房調査統計部編　わが国の商業
をみてもわかるように，日本の　　一1966
小売業におげる生産性は，従業員数の少ない小店ほど大店にくらべて低い，そ
の点イギリスやアメリカのそれぼ日本ほど格差が大きくたい，目本の場合は昭
和37年の数字であるが，これは何を意味しているかと言えぱ，小店は大店の百
貨店活動などを法律により規制させることで安心したのか，生産性向上への積
極的意欲にかげるため右のようた従業員一人当り販売額において小店ほど低く，
逆にかなりの制約をうげてるにもかかわらず，百貨店など従業員100人以上の
大店のところでは従業員1～2人のところにくらべ4借の効率のよさを示して
いる。効率よいものをおさえ，効率わるいものを数多く野放しにしておくのだ
から流通部門の生産性はあがらず，それが物のねだんをあげる要因にはなって
も下げる働らきとはならなかった。そこに中小企業政策の百八十度転換がみら
れたと言ってよく，大企業を押えることで中小企業を救済するだげでは物価騰
貴など消費者利益とはなら改い・消費老利益を配慮Lての中小企業政策は，効
率よい大企業を押えるというよりは，むしろ，前向きにのびようとする中小企
業を支援することを通して，効率よい経済体制の確立を図ることがよい，これ
が中小企業基本法制定の趣旨であることは周知の通りだが，そのあらわれの｝
っが，かつて昭和20年代に百貨店規制法を制定させたと同様の中小商業者の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　635
従業者一人当り
従業員規模 小　売 業
日　本 一イギリス1アメリカ
1～2人 1．O …1 1．0
3～4人 1．6 1．O 1．2
5～9人 2．2 1．1 1．3
1O～19人 2．2 1．1 1．4
20～29人 2．O
30～49人 1．9
／… ／・・
50～59人 2．3 1．1 1．1
100人以上 4．O 1．O ≡ 1．1
通 産業大臣官房調査統計部編　わ 園 拳
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表2　　　　チエソストアの推移
　　　　　　　　　40　　　41
企　　業　　数　　　200　　266
唐舗数2．2324，184
年問販売額（億円）　4．818　6，116
42
　330
5．309
8，513
希望にもかかわらず，昭和30年
代にスーパー規制法が制定され
なかった理由である。その後，
このスーパーマーケットがどん
どんと発達して，支店を10以上
もつ会杜チエーソつまり単一企業のチエーソストアとして猛威をふるうに至っ
ておるわげで，既に表2のように数多くのチエーソストアが出現しているわげ
だが・r流通近代化の展望と課題」によるとr5年後のチエンストアは・企業数
で406杜，年間販売高で3兆円に達するものと見込まれる。これは，小売販売
高の15％に相当Lよう」という推定がなされている。既に昭和41年において
その小売占拠率が6％に達しておるが，5，60年の年月を経て，百貨店がその占
拠率を10％にまでもってきたことを考えると，スーパーマーケソトを中心とす
るチエーンストアの急激な発展には目覚Lいものがあ私しかも今後3，4年
で15％占拠率の急成長を産業構造審議会などでは予想しているのであ飢そ
、の意味で，店舗の大型唐競争時代から組織の大型店競争時代へと蒔代は推移し
ていることがうかがわれる。そのようなチエーソ店の発展に対して・歓迎こそ
すれ，その活動を中小企業救済のために阻止しようとする意見を政府は持つぺ
きでないということがうたわれていることは，まさに流通政策への精神的革命
と言っても過言ではない。このような流通部会答申に至るまでにぽひくろ利害
関係をもつ業界代表や学識経験老に，この春・答申案の段階で意見を求める機
会があったのだが，大方の意見としてはこのような流通政策の大転換に異論が
なかったのである。このように10数年間において前には百貨店規制法の制定
が実現し，そして今目ではチエーソストア規制法をつくらずという一見相反す
る政策が展開されるに至ったのは，前述のように物価問題が大きくクローズア
ソプすることを通して消費者傑護への杜会的関心が高まってきたからではある
が（その結果がこの夏には消費老保護基本法を制定させるに至ったことは周知
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の通り）しかしそのことを配慮しての，ここ3，4年の中小企業政策の展開か
らは，まだ物価間題解決への抜本的なきめ手は率直のところ見出せなかったと
言ってよい，たしかにボラソタリチエーソ，寄合百貨店など協業化の方向は政
府の誘導政策で順次みられてはきているが，それは表3－1，表3－2にみる
通りあまりにもその発展のスピードは緩慢であって，物価問題解決の手がかり
としては物足りないものである。
　その意味で答申では，ポラソタリチエーソについて，前述の通り，rその数
を増やすのもさることながら，その質的な拡充，強化に力を注ぎ，チエーソご
との加盟店の増大，取引地域の拡大および本部と加盟店との結びつきの強化等
を強力に進めるとともにチエーソ相互の合併提携を推進する」ことをすすめて
いる，つまりボラソタリチエー1■の質的充実を期待すべきだとしているわげで
ある。
　おそくも昭和47年を目途に資本の完全自由化にふみきることを予想せねぱ
表3－1 巳本ボラソタリーチエーンの実態 （昭秘3隼6月現在）
　　　　　　小売主宰　　卸　主　宰　　合　　計業　種チェーン数1加盟店数チェー洩加盟店数チューソ数加盟店数
食料品111繊維製品■　5
寝具寝装品　　　1
医薬・化粧品　　　1
家　　　臭1　2家庭日用晶1
家庭電器　　　3
文具事務機　　　1
　　靴　　　　　1
時　　計1　1
その他1　6
1．495
　516
　狽8
　39
　49
254
ユ08
59
62
蝸
’合　計「…　，…
23
12
14
3
2
3
9．891
1．651
2．810
2．396
　242
　413
521
210
412
102
34
17
1ξ
4
4
3
3
3
2
2
8
63■・，・4・l　g5
11．386
2．167
3．258
2．435
　291
　413
　254
　629
　269
　474
　547
22，123
（注）「その他」欄の業種ぽ，小売主宰にメガネ，宝瓦医療機器，玩具，陶磁筆率
　よぴクリーニング，鈍主宰にハンドバヅクおよび石油製品　　　　　　’一
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表3－2　日本ボラソタリチエーン協会加竪
　　　チエーンの設立年別チエーソ数
年■小売主宰1卸主宰1合 計1
29年
30　■
31
32　■　　　1
33　　　　1
34　，　　4
35　■　　　1
36　■　　4
37．　　2
38　　　　2
39　，　　　3
40　　　　・1
41　　　　4
42　　　　5
43　　　　2
3
2
4
3
4
5
8
11
11
10
9
11
工0
7
合計1　32　　　63 95
　（昭和43年6月現在）
が，それに対して，どれだげ真剣に思いをいたして中小商業者が協力体制をつ
くったであろうか，前述のポラソタリチエーソの結成状況をみれば自ら明らか
である。後述することだがアメリカやヨーロヅパでは，巨大チエーン（会杜チ
エソ，つまり単一企業によるチエーンストア）の猛威が，好むと好まざるとに
かかわらず中小商店をしてポラソタリチエーンの結成をとりあげざるを得なく
させた，その結果，前掲の表1にもみた通り、小店でも大店とあまり規模格差
のおこらない原因があるわけだが，日本では，あとにふれるところだがまだ大
勢とLては小店ぱ温室でねむっているとみてよいものが大部分である。
　統計調査の結果，臼本でチエーソ店が既に占拠率6劣に，達しているときい
てびっくりするものは多いが，それが直ちに実感として協業化を真剣に考える
までには至っていたいというのが率直のところである。これからは，そのよう
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ならたい状況にあることを考え
ると，このようななまぬる丸・方
向では，果Lて物価間題だけで
なく，外国の巨大資本に立ち向
へるのであろうか，答申におい
ては，そのことにもふれており，
流通近代化5ヶ年計画は，この
ような外資の進出を予期しそ
れへの流通部門の対処策として
むしろ，重点がおかれていると
みる方がよいかも知れない。物
価問題解決の旗じるしで通産省
はポラ1■タリチーイソの育成強
化など一連の協業化政策をここ
数年打出してきたかも知れたい
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な安易感ではやってゆげない事態，つまり資本自由化が予定されている。とな
れぼ，いやでもその対処策を講ぜねぱならないわけだが，そのよう在追いつめ
られたところで繕果的には流通部門に競争が促進され流通近代化が本格的に展
開されることになるといえよう。それまでは流通近代化は望むべくして望み得
ないという感が深い，というのは昨年秋に通産省が行なったr商業流通構造調
査」の結果がそれを如実に示している。
この調査は，（1）新規開業商店に関する調査　（2）大型店の価格政策とその強響
表4 将来の営業上の間選点
　　1　　2　　3　　4　　5　　6　　7
商　　諸とス恋そ消は都に化労と　そ　とて　不1
　　経1どの費来市よす働　　くこ　　奪　パ大圧考な計りる亥　　　　　にな店　　が　　1型ヵがく画立こが　　　　　何い
　　増　マ盾が小たな地と不　　の　もと　　カロ　1が増さるど条　　足　　　　　間思
　　す　ケ増す凌この件　す　　　　題う数るツえこ店と影カミる　　は明　　こ　　トてとに　響悪　　こ　　他　　で
　　　　　　100，0　　31，3　48，1　27，8　　13，3　　12．6　　2，5　　14．0　　2．0全　　国　計　　　　　　1426　　　447　　　686　　　397　　　190　　　179　　　　35　　　200　　　　28
　　　　　　　　29，0　　56，6　　25．9　　　114　　13．4　　　1，9　　13，2　　　　29A食料品．　　　　　　521　　　151　　　295　　　135　　　　59　　　　70　　　　10　　　　69　　　　15
　　　　　　　　31，5　　47，9　　31，8　　14．0　　　9．6　　　2，5　　13，4　　　22B衣料品　　　　　　365　　　115　　　175　　　116　　　51　　　35　　　　9　　　49　　　　8
　　　　　　　　41，5　　31，3　　31，3　　13，6　　15．1　　　34　　15．O　　O．7C耐久消費財　　　　　　147　　　　61　　　46　　　　46　　　　20　　　　22　　　　5　　　　22　　　　　1
　　　　　　　　31，1　　43，1　　25，1　　15，4　　13．1　　　28　　15．1　　　1．OD雑　　貨　　　　 　383　　11．9　　　165　　　　96　　　　59　　　　50　　　　11　　　58　　　　4
■E各種商品 　10，0　50，0　40，0　　10，0　　20．O　　　－　　20．O　　　－10　　　　　1　　　　5　　　　4　　　　　1　　　　2　　　　－　　　　　2　　　　一
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に関する調査　（3）小規模小売店に関する三都からなっているが，この調査で
は，「従来あまり整理されていなかった小売商業の存在形態と競争の性格に焦
点をあてて」検討したものであるが，そのなかから流通関係業老の流通近代化
への意欲をうかがってみよう。
　第一に「小規模小売店に関する調査」では競合店としての「スーパー」およ
び「自店と同規模の同業者」に対し，いかなる対策をもっているかと言う問に
対し・意識面では競合店としてスーパーが扱われていても実際にはそれを感じ
ていない店がかなり多いことが指摘されている，その具体的あらわれとしては
に競争手段とLては顧客サービスの改善努力など人的要素に重点をおき，とく
に価格競争という手段はとっていたい，また約30％の店は，全く競争店に対
して対抗策を講じていたいと答えている。そのあらわれは，将来に対して店主
　表5　　　　　　　　3年位の将来の経営内容の予想
　　　1　　　2　　　3　　　4　　　5商　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不
　　非なだ　やつろ　現りい　やつろ　非なだ
店　　常つろ　やてう　状かだやてう　常つろ
　　にてう　良く　　とわろ　悪い　　にてう
数良いくるあらうくる悪い　明　　くる　　なだ　　また　　なだ　　くる
　　　　　　100．0　　　20　　　　　24，1　　　42，6　　　　22’9　　　　5，0　　　　34全　　国　計　　　　　　　1426　　　　　28　　　　344　　　　607　　　　326　　　　　72　　　　　49
　　　　　　100．0　　2，1　　　24，2　　　40，7　　　23．4　　　5，2　　　　44A食料品　　　　　　　521　　　　　11　　　　126　　　　212　　　　122　　　　　27　　　　　23
　　　　　　100．0　　1，4　　　　20，3　　　48．2・　　23，6　　　4．9　　　　1．6B衣料晶　　　　　　　365　　　　　　5　　　　　74　　　　176　　　　　86　　　　　18　　　　　　6
　　　　　　100．0　　2，7　　　　34．O　　・40，9　　　17．0　　　2．0　　　　3．4C耐久消費財　　　　　　　14745．0602535
　　　　　　1OO．0　　2，1　　　24，3　　　40，4　　　23．5　　　6，0　　　　37D雑　　貨　　　　　　　383　　　　　　8　　　　　　93　　　　　工55　　　　　90　　　　　　23　　　　　　14
　　　　　　100．OE　各種商品　　　　　　　10
10，0　　　　40，0　　　　30．O　　　　10，0　　　　10，O
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の意識は表4にみるようにrスーパーなど大型店が増えてその圧力が増すこ
と」をおそれる店が48劣もありながら，表5にみる通り3年程度の近い将来
について自店の経営状態をたづねられると「現状とあまりかわら放いだろう」
と考えている店が半数近くあり，r現状よりややよくなっているだろう」と考
える店が4分の1、も・あるというやや楽観的な見通しである。もっともこれら小
規模店のうち約40％はなんらかの形で副収入の支えがあり，20％の店はこの
小売業自体が副業である。なおこれら小店の特色として閉店蒔間がおそく，来
店数の％は午後6時以後に集中Lていることが注目される。
　だから，その結果が，将来の経営について表6でみる通り「とくに計画をも
っていない」という店が62劣も占めており，経営意識の無計画性が指摘され
表6 経　　営　　計　　画
　　　1　　　2　　　3商
　　　拡い　転い　廃を　　　大る　業る　業考
店　　を　　を　　まえ　　　計　　計　　たて
　　　画　　画　　はい数　　し　　し　　縮る
　　　て　　て　　少
4　　　5　　　6
　　　　　　　　　不店え　　そ　　とい
舗て　　　　　く
のい　　　　　　に
移る　　の　　計
転　　　　　　画
を　　　　　　は　　　弱
考　　　他　　な
　　　　　　　100．0　　2エ・7　　3・0　　　3．6　　　5・8　　．　2・9　　　62．0　　1・O全　　国　　計　　　　　　　1426　　　309　　　　43　　　　51　　　　83　　　　41　　　885　　　　14
　　　　　　　100．O　　19．6　　4．4．　　3．8　．　5・4　　　2・1　　　64，3　　0．4A食桝品　　　　　　　　521　　　　102　　　　23　　　　20　　　　28　　　　11　　　　335　　　　　2
　　　　　　100，0　　23．3　　3．0　　　3．6　－　6．6　　　2，7　　　59．4　　1，4B　衣料品　　 　　　　　365　　　　85　　　　11　　　　　13　　　　24　　　　10　　　　27　　　　　5
　　　　　　100，0　　29．9　　2．0　　　1．4　　　8・8　　　1・4　　　55．1　　1，4C　耐久消費財　　　　　　　　147　　　　　44　　　　　3　　　　　　2　　　　　13　　　　　　2　　　　　81　　　　　2
　　　　　　エOO・0　　20・4　　1・6．　　3・7　．　4・2　　　4・7　　　64・1　　1・3D　雑　　貨　　　　　　　　383　　　　　78　　　　　6　　　　　14　　　　　16　　　　　18　　　　2垂6　　　　　　5
　　　　　　100．0E　各種商品　　　　　　　　10
舳、12㌧ 60．O
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ている。そして拡大の計画についても表1にみるように大多数はr独力で拡大
する」としておる。協業化，合理化へ向おうという店はわづかに4％にすぎな
いということである。
　このような小店の意識に近いものが中規模店にもみられる。それは第二のr大
型店の価格政策とその影響に関する調査」にもあらわれている。ここで大型店
とは原則として年商3，000万円を越える商店であるが，その内訳は売上高にお
いて年間1億円以上のものが40％で，それはとくに衣料品店に多い。また70％以
上は昭和34年以前に開業した商店であり，出店形態としては支店あるいは支
店をもつ本店の比率が49％と非常に高いことたどが目立った特徴である。そ
れに対L影響を直接うげる競合店としては大型店が繁華街に集まっていること
から比較的規模の大きい中規模店が多いが，これらは開設時期が昭和34年以
　　表7　　　　　拡大計画とその方法
　　　　1拡る
大商　独す計店　力る画数　での　　拡あ　　大
　2　　　　3　　　　4
ボ1加拡メた系て　　そ
ラチ盟犬　1は列拡
ソエにすカ問に大　　の
タ1よる　1屋入す
リンり　まのつる　　他
　　　　　　100，0　　　87．3　　　4．2　　　　4，9　　　　2．6　　　　1．0全　　国　　計　　　　　　　　309270131583
　　　　　　1OO．0　　　86．3－　　3．9　　　　2．9　　　　5．9　　　　1．OA　食料品　　　　　　　　102884361　　　　　　1OO．0　　　85．8　　　　5．9　　　　47　　　　　1，2　　　　2．4B　衣料品　　　　　　　　85735412　　　　　　100，0　　　　95．1　－C　耐久滴費財　　　　　　　　μ　　　　41 6．8
　　　　　　100，0　　　87．2　　　5．1　　　　64　　　　　1．3D雑　　貨　　　　　　　　78　　　68　　　　4　　　　5　　　　1
E　各種商品
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前のものが78％であって大型店よりも古いものが多い。なお出店形態とLて
は，大部分独立単体店である。大型店の約半数は当然のことながら価格政策を
基本とLて薄利多売主義をとっているが，他の半数は利潤重視主義をとってい
る。目玉商品政策をとるものは全体の3分の2と過半に及んでいるが，ただそ
の価格水準は，コスト割れになるほど低いものは少ない。また目玉商品の売上
の比率は5劣以下のものが圧倒的である。そして販売促進手段として最も重視
され，利用されているのは，表8にみる通り商品の品揃えを豊富にする親切丁
寧な接客，特色ある商品構成等であって，これについで店舗の増改築，広告活
動等であり，価格訴求による販売促進等はそれほど重視されていないことがわ
かる。全体として価格競争のみで競争上優位に立てると考えるものは％程度で
ある。そして大部分が直接的価格競争よりも品揃えの豊富さ等のサービス面で
の競争の方が効果的としている。
　つぎに競合商店のこれへの対応策であるが彼等は大型店の各種の販売促進策
のうち，最も脅威を感じているものば，低価格政策，目玉商品政策と述べてい
るがそれへの対抗策としては，商品構成の転換等直接的競争を回避しようとす
る煩向である。つまり，犬型店側としては，それほど重点をおいていない低価
格政策が競合店側にはもっとも心理的に圧迫感を与えていることになるが，大
型店自身は，どちらかと言えぱ，多様な競争手段を駆使する傾向にあるといえ
る。第三に「新規開業商店の経営状況」調査の結果によれば，新規開店に当り，
売上高または利益g目標を持っていたものは8％，全く無計画なもの32％で
ある。もっとも，支店において計画をたてていたものが多く，業種別には食料
晶店で無計画のものが多い。つぎに目標達成状況をみると，目標の90％以上
達成したものは売上高目標では40％，純利益目標では33％となっており，全般
に遇犬の目標をたてていたきらいがある。目標達成状況を規模別にみると，い
ずれかといえば大規模店の方が成功店が高いという結果がでてい札成功・不
成功の原因としてあげているものには・まづ購買人口の増加・商店街発展など
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　このような，商業流通構造調査の結果を綜合してわかることだが，すくなく
とも調査時の昨年暮迄においては，大店，中小店を間わず，一部に宣伝されて
いるほど危機感は少なく，そのため安泰ムードの経営が大勢を占めており，価
格競争からくる消費老の支払価格の低滅に寄与する度合はまだ少ないとみなげ
れぱならない。そこで，欧米にみられるようたポラソタリチエーソヘの関心も
政府や学老がさわぐほど当事老たちにはつよくたいとみてよいのではなかろう
か。っまり過当競争が展開されていると心理的には思い込んではいるものの実
645
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践面からみるとき目本の流通部門には全般的に楽観ムードが充満しており，そ
のため，前述のようにポラソタリチエーンの結成とかより合いスーパーたどが
かならずしも質量ともに十分実効をあげ得いで今日に至っていると言えよう。
　が，しぱしぱ前にもふれた通り，外資の進出はこれから着実に展開される方
向にあり，完全自由化もそう遠くないことを考えると，このような安泰ムード
は許されないと言いたい。
　「アメリカの挑戦」の著者であるフランスのJ・J・セルパン・シュレベール
（林信太郎吉崎真郎訳タイム　ライフ　インターナショナノレ）が指摘している
ように，アメリカ資本のヨーロヅパ上陸作戦は遇去において成功をおさめてい
る，それはアメリカ資本が巨大だからというのではなくそれは九割重でが実は
現地の資金でまかなわれていると指摘していることに注目したい（前掲訳書22
頁参照）。では何がアメリカ産業成功の背景かと言えば，「変化を受げとめ組み
入れてゆく才能がある，そLて技術進歩は功妙な経営管理のたまものである。
これら柔軟な才能も経営管理能力もいずれも教育のおそるべき飛躍的発展の結
果であって，決して奇跡などではない。つまり現在のアメリカは，もっとも効
果的投資である人づくりから大きた利益をあげている，」（前掲書67頁参照）
という。結論とLて，「杜会というものも，人間と同様，挑戦を受げずに成長
してゆくことはできない，ちょうど，生きることが闘争であるように，進歩とは
戦いなのだ。この事実は決して人びとの目から見失われはしなかった，たぜな
ら，人問杜会の歴史は，今日童で，ほとんど軍事史そのものといってもいいく
らいの様相を呈しているからであ飢今やアメリカ・ソ連・ヨーロソパの先進
社会では，このような軍事史的歴史は終わりをつげようとしている。（中略）
が，われわれの思考と行動の出発点とたる歴史的仮定は，原子力時代における
平和であるべきだ，これはっまり産業戦争の時代ともいえよう，」といったこ
とを述べているが，その産業戦争時代に既に突入したヨーロヅパでは，幾多の
貴重な経験を経て今日に至っているわげだが，日本では，とくに流通部門にお
　646
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いて昨年の資本自由化の第一回発動に際しては，あまりにもその競争力が弱い
ことを理由に，次回以降にその導入如何の検討は持越されて今日に至っている
が麓争力が不十分だということと，いままで述べたように安泰ムードであって
よいということとはこれからのきびしい環箆条件を考えるとき，かなりのそこ
にギャップを見出さざるを得ない，そして，日本の流通部門は，数多い中小企業
の存在が理由で現段階ならびに近い将来を考えると，いままですこし過保護政
策のきらいがあったと言ってよいのではなかろうか。そのことは，何もこれか
ら中小企業をいじめよというのではない，近代化意欲が喚起され，経営管理へ
の本格的関心が高まることを期待したいという意味である。たとえぱ，ヨーロ
ッパにおいてボラソタリチエーソの好例としてとりあげられるエデカをみてみ
ると，これはドイツのハソブルグに統括本部をもっ，四万軒の小売店（食料品
店）が共同で設立運営している小売主宰のボラソタリチエー：■であるが，これ
ら四万軒の小売店に商品をながす135の卸機関を全国に持ち，さらに一方では
ユデカ銀行，他方に奉いてはスパラと称する教育機関をもって，次代を担うエ
デカマソを養成している。日本の場合，いままでのポランタリチエーソは表3
をみても小売主宰で100店単位，卸主宰においても，300百店単位といったこ
とで，これでは，名称はポラソタリチエーソと言っても，従来の一独立卸商か
ら小売店が仕入れておったと実際はかわらないということにたる。つまり，大
量仕入れによるメリットはあまり見出せないということだが，右のエデカのよ
うに135の卸機関が一括して仕入れをする量ともなれぱ，かなりまとまるから
メーカーも，その取引において数量割引の恩典を与へざるを得ない，現実は，
このようなエデカと同じような他のヨーロヅパヶ12国のものがあつまりユコ
（Euc0）を結成して，アジア，アフリカたどから大量買付けを行ない，一層の
量的メリヅトを得ている，しかもエデカの例で言えぱ，小売店は二週間分の仕
入れをっねにそれ以前に卸機関へ連絡し現金仕入れをしているから，そこには
鉤商としての販売促進費はいら放いし，また物的流通費も計画的配送の実施で
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合理化がみられている，つまり他機関よりの仕入れからくるメリヅト，そして
エデカ内部での仕入，配送の合理化からくるメリットがかさなって，消費者に
は安価提供で歓迎されその結果，エデカは食品販売において表9にみるように
すでに西ドイツの22劣の小売占拠率を占めるに至っている。
表9
1955年 1966年
単一企業のチエーソストア 12％ 14％
消費協同組合 10％ 9％百貨店（食料品部門） 1％ 5％
ボラソタリ・チエーソ 30％ 66％
小　売　主　宰 一 31％｛鴛2霧
卸　売　主　宰 一 35％
未組織小売店 47％ 6％計 1OO％ 100％
小　売　店　数 225，OOO 175，500
売　　上　　高 270薩マルク 425憾旬ルク
　表9は昨年来日したエデカ連合会の市場調査部長ベルナールシエール氏の示
Lたものだが，ドイツにおいて食料品の売上高に対するボラソタリーチエーソ
の市場占拠率はきわめて大きく，この10年間における未組織小売店の占拠率
がきわめて低減していることに注目したい。
　このようなボラソタリチエーンの一環としてのエデカ加盟店は見た目には，
目本の商店同様，小規模店ではあるが，その背後の組織化を考えるとき，そこ
に巨犬チェーンとしての近代的経営を見出すのである。店舗の巨大化を誇るの
ではなく，組織の巨大化を誇らかに解説したシエール氏によれぱ，エデカ出現
は1907年ということだが，第一次大戦後消費協同組合の脅威から自衛のため
小売店が数多く結集して今日に至ったという。ヨーロヅパでは，このように消
費組合からの圧追そして単一企業のチエンストアの脅威に対抗して，エデカの
ような小売主宰かまたは卸主宰であるかはとにかくして，ボラソタリチエーソ
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が出現したわけで，つぎの表10でみるように・今日では国境を越えて巨大組
織として威力を発揮しているものも多い。これらはいづれも・何万という小売
店，そして何百という卸店を包含するものである。日本の現在のポラソタリチ
エーソは，前述のように，まだチエイン総数100以下，参加小売店総数2万2
千店ということで，しかもそれは全業種にわたるものであるから，食品中心
のニデカーっにも及ぱないと言ってよい。目本のボラソタリチニー1■は，卸段
階でのむすびっきが成立するときにはじめて欧米流のそれと肩をならべて比較
できるということで，いまの状況は，極論するならば・欧米流のボラソタリチ
ーソの分類に形式的に入るかも知れないが，活動内容からみれば，入らないと
言ってもよいのではなかろうか。目本ではこのような状況で，多くの商店が近
代化意欲がないから，それが逆に言えば単一企業としてのチエーンストアが急
速にこのところ発達してきた理由にもな飢がそれにしても近い将来において・
　　表10　西ヨーロヅバの国際的ボラソタリチエーソ（食品）関係
　国　名SPARV696CentraVWO　TIP
オーストリア　　　1，934
ベルギ　ー・ルクセソブルグ　　　1・085
デ　ソ　マ　ー　ク　　　　　959
西ドイツ　11，232
フイソラソド　　　857
フラソス　7，036
アイルラソド　　　250
イタリー　2，263
オラソダ　1，774
ポル　ト　ガル　　　　　400
スェーデソ　　　ー
ス　　イ　　ス　　　ー
スペイソ　5，519
イギリス　3，478
計　　　　　36，787
　193
2．675
5．720
5，O05
　227
5．578
1．518
1．602
4．620
2，875
3．600
　900
5．500
　400
1．200
2，000
30．013　　　　　　14，600
1．600
9．840
1．000
1．000
2．160
1．500
2，600
1．021
1．210
6．800
　635
1，920
19．700　　　　　11，050
1966現在（出所W・H・Wilk㎝s　ed；MOdem　RetaiIi皿g1966，p．23）
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これらより幾廻りも大きい，しかもすぐれた経営管理能力をもつアメリカの会
杜チエーソ，A＆P，ウールワースなどの銚戦をうけることになることを考える
と，まことに憂慮にたえないものがある。アメリカ企業の挑戦をうげて，ヨー
ロソパの企業経営が政府の力を借りることなく，とにかく巻き返し作戦を稜極
的に行って，マネジメソトカの養成に力を入れておることを最近の視察で目の
あたりみてきたが，政府の警告や麦援をまつまでもなく，企業経営自体の問題
として，これからのきびしい変化という挑戦に立向う覚悟をもたない限り日本
の流通近代化は実現できないし，ひいては物価の安定にも貢献できないと申上
げたい・その意味では日本の流通近代化の促進は，ヨ」一ロッパ同様rアメリカ
の挑戦」を適度にうげられる方向をうち出すことによって政策的に実現するこ
とが考えられてよいのではなかろうか，ただ余程，上手な受入れ方をしてゆ
かたいと，多くの企業のショック死をまねくおそれがあるから，流通近代化5
ヶ年計画の実現に当っては，とくに政策担当者のその面での配慮が必要であろ
う。つまり端的に申せば，あまり流通部門へのこまかい支援等を考えるという
よりも，むしろ外から刺戟をいかに適度に流通部門へあててゆくか。それに一
層のきめこまかい配慮をすることが流通近代化の近遣になると申述べたい。流
通近代化5ヶ年計画を推進するに当って，とりあげられるべき諸項目はいづれ
も，もっともなものぱかりであるが，間題はそのいづれに重点をおいて行くこ
とがより効果的かということは，かならずしも答申のなかにはうたわれていな
い，がr商業流通構造調査」からみれぱ心理面ではともかくとして，実践面で
は泰平楽観ムードが大勢を占めている流通部門に対し，たんなる警告啓蒙程度
では，ここ，3，4年での体質強化は覚っかないと思われる。そこで，まづ第
一になしくづL的にでも外資の進出を許すことを通して競争への関心を高める
ことが必要ではないかということたのである。しかも，そのことから，既にセ
ルパン・シ邑レベール氏が指摘した通りアメリカの巨大資本が，資本の大なる
をもってヨーロッパで猛威をふるってきたのではなく，その資本の9割までが
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現地の資金で重かなわれてきた事実，っまり，資本の大なるが故ではなく，す
ぐれた経営管理能力がその猛威を振いおこす原因であることを日本の流通業者
に理解させることを通して，一目も早い経営の近代化を期待するものであるが
それが日本の流通近代化の「必要にして旦十分なる条件」と言えるのではたか
ろうか，欧米においては，目本にみるようた政府の助成策によって流通近代化
が実現してきているのではない，販売競争への対処策として企業経営が自分た
ちの力で生きのびるようする知恵が，すぐれた経営管理能力を養わせ，一早く変
化に対応してゆく才能をみがかせたと言ってよい。答申においては，その点に
もふれており，経営方式および施設の近代化，そして労働カの確保と人材の養
成などにっいても詳綱な提案をしているが，所詮これらは，関係業者の自覚が
ないところでは笛吹げどおどらずにおわってしまう。そして折角の政府の努力
もその割に大きな効果をあげ得次いことになってしまうことをおそれるのであ
る。アメリカやヨーロヅパにおいては，巨大な消費組合活動とか単一企業のチ
エーソストアの発展が，ポランタリチエーンを誕生させるに至った契機となっ
ていることは既述の通りだが，目本のように物価対策との関聯からボラソタリ
チエーソの育成強化に政府が援助するといったことから流通近代化がとりあげ
られたが，かつての統制経済の時代ではともかく，今日のような自由経済のもと
では，かなりの時間をかけないとその実効はあがりにくいと言わざるを得ない，
その意味では既述のようにこれからの資本自由化への政府の対処策如何では，
真に流通近代化を促進することも可能になる絶好のチャソスと言いたい，その
点，政府関係者の，この間題への，これからの十分なる検討を期待Lてやまな
い，産業構造審議会流通部会委員とLて「流通近代化の展望と課題」の作成に
参画し，しかも「商業流通構造調査」にも関係した筆者としては，とくに「今
後5年間における流通政策の基本的方向と政策留意点」のうち以上のように，そ
の方面には十分表明されていないウエイトのおき方でとくに関係者に，これか
らの配慮を希望したわげである。ここでは紙幅の関係上，流通政策の具体的内
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容の内，第一の「組織化，協業化」に焦点をしぼって論じたことであるが，実
は，そのことから第二の「経営方式および施設の近代化」が結局は間題解決の
カギであることを指摘Lたことになると言ってよい。第三の「労働力の確保と
人材の養成」第四の「敢引慣行および取引体制の適正化」以下第七の「流通金
融の門滑化」にいたる諸項目も既述のような，適度の競争環境の出現に対する
経営管理能力の充実で問題は大都分自ら解決されると言ってもよいのではなか
ろうか，一目も早い流通近代化の実現を願って筆をおきたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和43年9月10口）
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